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本報告書出版の背景 

 

2002 年 6 月に日本が受諾した京都議定書では、二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、亜酸化窒

素(N2O)、ハイドロフルオロカーボン(HFCs)、パーフルオロカーボン(PFCs)、六ふっ化硫黄(SF6)

の 6 種類の温室効果ガスが削減対象となっており、附属書 I 国の温室効果ガス排出量削減に

関する数値目標が定められました。わが国には、第一約束期間（2008～2012 年の 5 年間）に

おける温室効果ガスの平均排出量を、基準年（CO2、CH4、N2O については 1990 年、HFCs、

PFCs、SF6 については 1995 年）の排出量から 6％削減するという目標が割り当てられました。

議定書によると、各附属書 I 国は第一約束期間の 1 年前（2007 年）までに上記温室効果ガス

の排出・吸収量目録（インベントリ）の国内推計システムを整備することになっており、こ

れを受けてわが国の温室効果ガスインベントリは、日本国として京都議定書の削減目標の達

成度に関する報告を行うための重要なデータベースに位置づけられるようになりました。ま

た、2006 年にわが国は「京都議定書第 3 条 7 及び 8 に準拠した日本国の割当量に関する報告

書」を気候変動枠組条約事務局に提出し、2007 年に京都議定書締約国会合（COP/MOP）の

遵守委員会によって承認されました。 

日本における温室効果ガス排出量の算定は 1980 年代後半から始まりました。1992 年以降

は、各省の協力の下に環境庁が我が国の二酸化炭素排出量を算定し、「地球環境保全に関する

関係閣僚会議」へ報告、わが国の温室効果ガス総排出量を政府として毎年公表しています。 

今回報告する本報告書を含む温室効果ガスインベントリは、環境省の下、1999 年 11 月の

設置以来毎年開催されている「温室効果ガス排出量算定方法検討会」に大学・地方自治体・

関係省庁及び関連研究機関から参加頂いた 70 名を越える各分野の専門家の英知を結集した

ものです。温室効果ガスインベントリの作成にあたっては、算定方法の改善に尽力頂いた検

討会委員の方々はもとより、最新の科学的知見を提供頂いた専門家の皆様、インベントリの

作成に必要なデータを提供頂いた業界団体及び関連省庁の皆様、インベントリの作成作業に

参画頂いた三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社、株式会社数理計画の皆様他か

ら、多大なご協力を賜りました。また、環境省地球環境局地球温暖化対策課には、温室効果

ガスインベントリオフィス（GIO）の 2002 年７月の設立に際し多大なご尽力を賜りました。

関係各位には、深く感謝の意を表します。 

また、本報告書の内容を推敲頂いた GIO リサーチャーの田辺清人さん、条約事務局との連

絡、英訳等を担当した秘書のホワイト雅子さん、本報告書の校正にご協力頂いた坂野たまき

さんに感謝の意を表します。 
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監修にあたって 

 

気候変動枠組条約第４条及び第 12 条と京都議定書第７条に基づき、各締約国は自国の温室

効果ガスの排出と吸収の目録（インベントリ）を条約事務局に提出する責務を有する。この

条項に従い、日本の温室効果ガス及び前駆物質等の排出量と吸収量を UNFCCC インベントリ

報告ガイドライン（FCCC/SBSTA/2006/9）に則り、本報告書及び共通報告様式（CRF）を用

いて、日本国のインベントリとして報告する。 

本報告書では、日本におけるインベントリの作成体制、各排出源及び吸収源による温室効

果ガスの排出量及び吸収量の推計手法、温室効果ガス（二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、

亜酸化窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、

六ふっ化硫黄（SF6））及び前駆物質等（窒素酸化物（NOX）、一酸化炭素（CO）、非メタン炭

化水素（NMVOC）、二酸化硫黄（SO2））の排出及び吸収状況を整理した。 

 

本報告書の構成は、UNFCCC インベントリ報告ガイドライン（FCCC/SBSTA/2006/9）に示

されている推奨目次に従っている。 

概要編では、日本における温室効果ガスの排出及び吸収の最新の状況を中心に本報告書の

概要を整理した。 

第１章では、温室効果ガスインベントリの背景情報、日本のインベントリの作成体制、推

計手法の概要、キーカテゴリー分析、品質保証・品質管理計画、不確実性評価結果等をとり

まとめた。第２章では、日本における温室効果ガスの排出及び吸収の最新の状況を整理した。

第３章～第８章では、IPCC ガイドラインに示された排出源及び吸収源ごとの推計手法を解説

した。第９章では、IPCC ガイドラインに含まれていない排出源の報告状況を示した。第 10

章では、昨年提出インベントリ以降の改善点及び再計算（算定に用いるデータの変更、新規

排出源の追加等）について説明を行った。また、別添として、日本のインベントリに対する

理解を助ける資料を添付した。 

データの変更、更新等の最新の状況については、温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）

のホームページ（http://www-gio.nies.go.jp/）を参照のこと。 
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